
奈良県屋外広告物修景事業補助金交付要綱 

 

 (趣旨) 

第１条 知事は、景観に配慮した屋外広告物への転換を促進し統一感ある沿道広告景観の創出により

良好な景観を保全するため、既存屋外広告物の所有者又は管理者に対して、既存屋外広告物の修景

に要する経費について、予算の範囲内で、補助金を交付するものとし、その交付に関しては、奈良

県補助金等交付規則（平成８年６月奈良県規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほ

か、この要綱の定めるところによる。 

 

 (定義) 

第２条 この要綱において「広告物」とは、屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号。以下「法」

という。）第２条第１項に規定する屋外広告物をいう。ただし、法第７条第４項に掲げるものを除

く。 

２ この要綱において「掲出物件」とは、広告物を掲出する物件をいう。 

３ この要綱において「広告物等」とは、前２項に規定された広告物及び掲出物件をいう。 

４ この要綱において「広域幹線沿道区域等」とは、一般県道中和幹線（市道黒崎地内７号線との交

点（桜井市）から一般国道１６５号との交点（香芝市）まで）の道路の境界線から両側１０ｍの範

囲をいう。具体的な範囲については、大和高田市、橿原市、桜井市、香芝市及び広陵町の長が告示

により指定する。 

５ この要綱において「修景」とは、既存広告物等に対して行う次の行為をいう。 

 (１) 広告物等の除却 

 (２) 広告物等を掲出する市町の屋外広告物条例施行規則で定められた屋外広告物許可基準（以下

「市町が屋外広告物条例施行規則で定める許可基準」という。）に適合させる行為。 

６ この要綱において「自家用広告物」とは、自己の事業又は営業に関し自己の事務所、事業所、営 

業所等に表示するものをいう。 

 

 (補助事業等) 

第３条 補助金の交付対象となる事業は、広域幹線沿道区域等で行う修景とする。 

２ 補助金の交付対象となる物件及び補助金の額は次の表のとおりとし、１円未満の端数は切り捨て 

 るものとする。 

対象物件 補助金の額 

奈良県屋外広告物条例（昭和３５年奈良県条例第１

７号。以下「県条例」という。）第５条若しくは第

６条の２若しくは橿原市屋外広告物条例（平成２３

年橿原市条例第１１号。以下「市条例」という。）

第５条若しくは第８条に基づく許可を受けた物件で

あって、県条例第８条若しくは市条例第９条に基づ

く許可を要する改装、改造若しくは移転を行ってい

る場合には県条例第８条若しくは市条例第９条に基

づく許可を受けたもの又は県条例第６条若しくは市

条例第６条に該当する物件。ただし、市町が屋外広

告物条例施行規則で定める許可基準に適合していな

いものに限る。 

補助対象経費の１０分の１０以内の額。

ただし、上限は７０万円とする。 

３ 補助対象経費は、修景に要する経費とする。ただし、修景実施前と比して広告物等を増加させる 

行為に要した経費を除く。 

 

 (補助対象者) 

第４条 この要綱により補助金の交付を受けることができる者は、前条第２項に規定する物件の所有



者又は管理者とする。ただし、管理者は、修景の実施について所有者の同意を得た者に限るものと

する。 

 

 (補助金の交付申請) 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「補助事業者」という。）は、奈良県屋外広告物修

景事業補助金交付申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添付して知事に提出するものとする。 

 (１) 事業計画書（第２号様式） 

 (２) 位置図 

 (３) 設計図書 

 (４) 施工見積書 

 (５) 収支予算書（第３号様式） 

 (６) 現況写真 

 (７) 当該広告物の県条例第５条若しくは第６条の２若しくは市条例第５条若しくは第８条に基づ

く許可書の写し及び県条例第８条若しくは市条例第９条に基づく許可書の写し（当該広告物が

県条例第８条若しくは市条例第９条に基づく許可を要する改装、改造若しくは移転を行ってい

る場合に限る）又は当該広告物が県条例第６条若しくは市条例第６条に該当することが確認で

きる図面等 

 (８) 当該広告物の所有者又は管理者であることを証する書類 

 (９) 所有者の同意を証する書類の写し（管理者が申請する場合に限る。） 

 (10) その他知事が必要と認めた書類 

２ 申請者は、別に定める期間内に交付申請をするものとする。 

 

 (補助の指令) 

第６条 知事は、前条の書類を受理した場合において適当と認めるときは、当該補助事業者に対し、 

奈良県屋外広告物修景事業補助指令書（第４号様式）により補助を指令するものとする。この場合

において、知事が補助金交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、条件を付すことが

できる。 

 

 (計画の変更等) 

第７条 補助事業者は、当該補助金の交付申請の内容を変更しようとするときは、速やかに奈良県屋

外広告物修景事業補助金
変更
中止（廃止）申請書（第５号様式）に第５条第１項各号に掲げる書類のう

ち変更に係るものを添付して知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 補助事業者は、当該補助金に係る事業（以下「補助事業」という。）を中止し、又は廃止しよう

とするときは、速やかに前項に定める申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、前２項の書類を受理した場合において適当と認めるときは、奈良県屋外広告物修景事業

補助金変更交付決定通知書（第６号様式）により補助事業者に対し、通知するものとする。 

 

 (実績報告) 

第８条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業が完了した日から起算して１４日以内 

に奈良県屋外広告物修景事業実績報告書（第７号様式）に次に掲げる書類を添付して、知事に提出

しなければならない。 

 (１) 実施設計図書 

 (２) 収支決算書（第８号様式） 

 (３) 補助対象部分に係る領収書の写し（領収書が発行されない場合にあっては、精算書） 

 (４) 着工前、工程及び工事完了の状況を示す写真 



 (５) その他知事が必要と認めた書類 

 

 (補助金の額の確定) 

第９条 知事は、前条の書類を受理した場合において適当と認めたときは、奈良県屋外広告物修景事

業補助金の額の確定通知書（第９号様式）により補助事業者に対し、通知するものとする。 

 

 (補助金の請求) 

第 10 条 補助事業者は、前条の規定による額の確定の通知を受けたときは、奈良県屋外広告物修景事

業補助金請求書（第 10 号様式）を知事に提出しなければならない。 

２ 前項の請求書は、補助金の額の確定通知を受け取った日から起算して１０日以内に提出するもの 

とする。 

 

 (補助金の交付) 

第 11 条 知事は、前条の書類を受理したときは、速やかに補助金を交付するものとする。 

 

 (交付決定の取消し及び補助金の返還) 

第 12 条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の決定の全部又 

は一部を取り消すことができる。 

 (１) 交付決定の内容及びこれに付した条件に違反した場合 

 (２) 第７条第２項による補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合 

 (３) 第 10 条第２項の期日までに補助金の請求がない場合 

 (４) 偽りその他不正の手段により補助金を受けた場合 

２ 知事は、前項の規定により補助金の交付の取消しをした場合であって、当該取消しに係る部分に 

関し、既に補助金が交付されているときは、補助事業者に対し、奈良県屋外広告物修景事業補助金

返還命令書（第 11 号様式）により期限を定めて、補助金の返還を命ずるものとする。 

 

 (補助物件の適正管理) 

第 13 条 補助事業者は、修景を行った広告物等（以下「補助物件」という。）について、適正な管理

に努めなければならない。   

２ 補助事業者は、原則として補助物件を補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に反して変

更してはならない。ただし、知事の承認を受けたときはこの限りでない。 

３ 補助事業者は、補助を受けて修景により広告物等を撤去したときは、同一敷地内に市町が屋外広

告物条例施行規則で定める許可基準に適合しない広告物等を掲出してはならない。ただし、知事の

承認を受けた場合はこの限りでない。 

 

(財産の処分の制限) 

第 14 条 規則第２０条第３号の知事が定める財産は、補助物件とする。 

２ 規則第２０条ただし書の規定により知事が定める期間は、原則として、減価償却資産の耐用年数

等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）別表に掲げる期間とする。ただし、県条例第５条

若しくは第６条の２若しくは市条例第５条若しくは第８条に基づく許可又は県条例第８条若しくは

市条例第９条に基づく許可の期間が満了したとき、若しくは当該許可等が取り消されたとき、又は

広告物の表示若しくは掲出物件の設置が必要でなくなったときは、この限りでない。 

 

（補助金の経理等） 

第 15 条 補助事業者は、補助金の収支に係る帳簿を備え、領収書等の補助金に係る経理についての収

支の事実を明確にした証拠書類を整理し、補助金の交付の完了した日の属する会計年度の終了後５

年間は、これらの書類を保存しなければならない。 

 

   附 則 



 この要綱は、平成２４年５月１５日から施行し、平成２４年度の補助金から適用する。  

 

      附 則 

 この要綱は、平成２５年５月１日から施行し、平成２５年度の補助金から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年１０月１日から施行し、平成２７年度の補助金から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年７月１１日から施行し、平成２９年度の補助金から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年１０月１日から施行し、平成３０年度の補助金から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度の補助金から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年５月１０日から施行し、令和４年度の補助金から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年度の補助金から適用する。 

 


